
 資料１ 

 

カネミ油症患者に関する施策の進捗状況について 

 

 

【三者協議】（参考１） 

 カネミ油症患者に関する施策の推進に関する基本的な指針に基づき、国、

カネミ倉庫株式会社及びカネミ油症患者による三者協議が設置され、平成

２６年６月１４日に第３回、平成２７年１月２４日に第４回が開催された。 

 

 

【認定患者数（平成２６年１２月末現在）】（参考２） 

 平成２６年１２月末現在の認定患者数は、２，２６７人。そのうち、同

居家族認定の数は、２８１人。 

 

 

【平成２７年度予算案】（参考３） 

健康実態調査の実施に要する経費と油症治療研究に要する経費につい

ては、必要な予算を確保している。 

 

 

【健康実態調査】（参考４） 

（平成２５年度） 

 平成２５年度健康実態調査は、関係自治体の協力のもと、１，５９０名

を対象に実施し、１，４０６名の方に回答いただいた。調査にご協力いた

だいた方には、健康調査支援金（１９万円）をお支払いした。 

 



（平成２６年度） 

 平成２６年度健康実態調査は、関係自治体の協力のもと、１，６５２名

を対象に実施し、１，４３７名の方に回答をいただいた。調査にご協力い

ただいた方には、健康調査支援金（１９万円）をお支払いした。 

なお、調査結果については、プレスリリースや厚生労働省ホームページ

に掲載するとともに、厚生労働省及び油症治療研究班で施策や研究に活用

する。 

（平成２７年度） 

 平成２７年度の健康実態調査については、予算成立後速やかに実施し、

年内目途に集計結果を公表できるよう調整している。 

 

 

【健康調査支援金等の生活保護制度上の取り扱い】（参考５） 

 平成２５年６月２８日に健康調査支援金及び一時金の残余等について

は、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年４月１日厚

生事務次官通知）の「災害等によって損害を受けたことにより臨時的に受

ける補償金、保険金又は見舞金」に該当する旨の通知を発出した。 

 

 

【認定に関する周知】（参考６） 

 同居家族認定の周知を行い、申請手続きを円滑に行うため、同居認定の

対象者、申請に必要な書類や各都道府県の相談窓口を記載したリーフレッ

トを作成した。リーフレットは、各自治体の協力を得て、健康実態調査の

ご案内に同封するとともに、プレスリリースや厚生労働省ホームページに

掲載した。 

 



【医療費の請求手続きの周知】（参考７） 

 カネミ油症に関する医療を受けられた場合の医療費の請求手続きにつ

いては、カネミ倉庫（株）作成の説明資料を各自治体の協力を得て、平成

２６年度健康実態調査票に同封し、周知を図った。 

 

 

【カネミ倉庫による一時金等の支払い状況】（参考８） 

 カネミ倉庫は、関係自治体等を通じて、新規認定患者に関する情報を提

供していただき、カネミ倉庫は、平成２６年分の支払として、平成２６年

１２月末時点で、１，３７６名のカネミ油症患者に一時金等の支払い（一

人５万円）を行った。 

 

 

【油症検診】（参考９） 

 平成２５年度は、７３９名（うち未認定者１６５名）、平成２６年度は、

７０２名（うち未認定者１５４名）が検診を受診。 

 

 

【受療券利用可能医療機関の拡大について】（参考１０） 

 受療券利用可能医療機関については、第３回三者協議で、平成２５年度

健康実態調査に基づき、３名以上の患者の方が拡充を希望している医療機

関に受療券が利用できるように要請することとなった。これを踏まえ、関

係自治体に協力を求め、カネミ倉庫（株）及び自治体が対象となった１３

医療機関に要請を行い、１２医療機関で利用できるようになった。 

 公表の許可を得た医療機関のリストについては、カネミ倉庫（株）が作

成し、厚生労働省ホームページにも掲載している。 



 なお、現在公表されている受療券利用可能医療機関数は、３８１医療機

関となっており、今回、新たに５８医療機関が追加された。 

 

 

【医療従事者向け啓発パンフレットの作成・周知】（参考１１） 

平成２５年度の油症治療研究班において、患者団体のご意見を踏まえ、

医療従事者向け啓発パンフレットを作成し、厚生労働省のホームページや

関係自治体を通じて医療機関等へ周知を行った。 

 

 

【普及啓発等】（参考１２） 

公益社団法人日本食品衛生協会が発行している「食品衛生研究」の２０

１４年９月号に厚生労働省、１１月号に油症治療研究班古江班長からカネ

ミ油症事件や油症研究の成果等について掲載した。 


